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北海道ブロック 市町村災害廃棄物

行動計画 処理計画

１年目

（R3）

〇行動計画の点検・見直

し、検討項目抽出

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：20％、36市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●ワークショップ（協議会構

成員等）※図上演習の要素を

取り入れる

〇相互連携のための定量的検

討等の項目抽出

〇相互連携のための方策検討

〇他ブロック協議会構成員、

役割、会議運営に関する情報

収集・整理

〇道内での会議運営に関する

情報収集・整理

２年目

（R4）

〇行動計画見直しのための

検討等

〇行動計画第２版（案）作

成

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：30％、54市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

〇相互連携のための方策検討

〇北海道ブロックの協議会構

成員、役割、会議運営に関す

る検討

３年目

（R5）
〇行動計画第２版策定

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：40％、72市町

村。推進地域50%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

●相互連携のための方策促進

〇新たな構成員、役割による

協議会運営（必要に応じて見

直し）

４年目

（R6）
●行動計画の実施

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：50％、90市町

村。推進地域60%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

５年目

（R7）

※上記を継続（必要に応じ

て見直し）

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：60％、107市

町村。推進地域70%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

備考

・行動計画には、相互連

携、協議会構成員と役割の

検討結果を反映する

・人材育成事業と合わせた計

画作成を推進する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・３年目以降は、新たな協議

会等運営体制により実施する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・人材育成、協議会等の運営

と合わせて相互連携体制を強

化する

・計画策定、人材育成、相互

連携を道全体（各地域）で進

めるための体制等を検討し、

協議会等を運営する

相互連携 協議会構成員と役割

〇北海道ブロック協議会

●北海道ブロック協議会、道、市町村

推進地域：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

計画策定 人材育成

学習段階初期 学習段階中～後期

ブロック協議会及びエリア分科会の活動を全道に浸透させることや、運営を通じた構成
員間の連携強化、人材育成、令和２年度ブロック協議会で策定した５年後までのロードマ
ップに基づく各種検討等を行った。また、協議会に設置する仮置場ＷＧ、連携強化ＷＧ及
び計画策定・改定ＷＧを運営し、訓練やセミナーを開催することにより北海道ブロック内
自治体の災害廃棄物対応の実効性向上を図ることを目的とした。

業務目的

今年度
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業務内容

概要項目

[1]ブロック協議会：2時間×2回 [オンライン併用]
[2]ブロック協議会終了後の人材育成事業：ワークショップ形式の図上演習

（3時間×2回） [オンライン併用]

１．ブロック
協議会

[1]エリア分科会：4回（各エリア1回 2時間×4エリア） [オンライン併用]
エリアごとの課題への対応策の検討

[2]エリア分科会終了後の人材育成事業：ワークショップ形式の図上演習 4回
（各エリア1回 2時間×4エリア）
[オンライン併用]

[3]災害廃棄物処理基礎講座：4回（各エリア1回 1時間×4エリア）
[オンライン併用]

２．エリア
分科会

[1]仮置場WG：2時間程度×2回 [オンライン開催]
[2]連携強化WG：2時間程度×2回 [オンライン開催]
[3]計画策定・改定ＷＧ：2時間程度×4回 [オンライン開催]、個別課題対応
[4]仮置場設置訓練：事前勉強会 2時間×2回[オンライン開催]

実地訓練 6時間×2回
[5]災害廃棄物処理セミナー：1回（4講座 各1時間） [オンライン併用]

３．WG等

[1] ロードマップに基づく進捗状況、課題抽出及び課題解決の検討
[2]日本海溝地震と千島海溝地震に分けた災害廃棄物発生量の推計、処理

能力との比較検討
[3]産業廃棄物最終処分場の処理可能量の見直し検討
[4]大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画の修正等

４．検討
事項等
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参加者主な内容回、日程、会場

構成員
21名

随行者
7名

【協議会】
（１）エリア分科会の開催状況
（２）５年後のビジョンの実現に向けたロードマップについて
（３）ブロック行動計画のデータ等の見直しについて
（４）近年の災害発生及び災害廃棄物処理状況について
（５）ワーキンググループの設置について
（６）エリア分科会への情報提供について
（７）その他

第18回

令和6年
6月18日

札幌市
ACU-A

15名

【人材育成事業】
座学：災害廃棄物処理について
ＷＳ
①組織体制の確保
②他自治体、民間事業者等への支援要請

構成員
21名

随行者
10名

【協議会】
（１）令和6年度の活動報告
（２）エリア分科会の開催報告
（３）ワーキンググループの活動報告
（４）北海道ブロックの災害廃棄物処理に関する検討の状況
（５）北海道ブロック行動計画の更新事項
（６）次年度の活動計画
（７）その他

第19回

令和7年
2月18日

札幌市
かでる２・７

13名

【人材育成事業】
座学・ＷＳ
①仮置場の運営管理について
②住民への周知について

１．ブロック協議会

北海道ブロックにおいて、災害時の廃棄物対策について情報共有を行うとともに、大規模
災害時の廃棄物対策に関する広域的な連携等について検討することを目的とした「大規模
災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会」及び人材育成事業を開催した。
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１．ブロック協議会

ブロック協議会の当日資料（抜粋）

4

人材育成事業の当日資料（抜粋）

第18回

第19回

第18回
協議会後

第19回
協議会後



役立たない

役に立つ

役立たない

役に立つ

１．ブロック協議会

人材育成事業に関するアンケート結果

Q1．座学により、災害廃棄物処理に
ついて理解を深めることはできました
か。

Q4．ワークショップの内容は、今後、
災害廃棄物処理対策をする上で、
役立つと考えますか。

ワークショップ実施結果

5

できなかった

十分できた

できなかった

十分できた

【第18回協議会後】

【第19回協議会後】

【第18回協議会後】

【第19回協議会後】

第18回協議会後

第19回協議会後



２．エリア分科会

エリア分科会は、下記の日程、議題等で開催し、各エリア内での大規模災害時の廃棄物対
策に関する連携についての検討や情報共有等を行った。

6

参加者開催地（オンライン併用）日程エリア

①55名、②36名、③45名札幌市（かでる２・７）令和6年7月22日道央

①19名、②12名、③13名函館市（函館経済センター）令和6年11月21日道南

①30名、②19名、③22名旭川市（旭川市国際会議場）令和6年7月16日道北

①38名、②27名、③27名釧路市（道東経済センタービル）令和6年11月15日道東

内容 ※4エリア共通

（１）令和6年度第1回ブロック協議会の開催結果について
（２）災害廃棄物処理に関する情報提供について
（３）エリア内の災害廃棄物処理に係る課題検討
（４）災害廃棄物処理計画策定状況について
（５）エリア分科会の代表市町村及び代表振興局の選出

①エリア分科会
（2時間）

ワークショップ（話題提供を含む）
テーマ１：発災後の組織体制構築・情報収集
テーマ２：仮置場候補地の条件と確認すべき事項

②人材育成事業
（2時間）

（１）災害廃棄物とは
（２）災害廃棄物処理の流れ
（３）仮置場とその重要性
（４）必要な体制（人員）整備
（５）補助金

③災害廃棄物処理
基礎講座
（1時間）



２．エリア分科会

エリア分科会の当日資料（抜粋）
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人材育成事業の当日資料（抜粋）

4エリア共通

道央

4エリア共通

災害廃棄物処理基礎講座の
当日資料（抜粋）

4エリア共通



２．エリア分科会

代表市町村代表振興局

苫小牧市空知総合振興局道央

名寄市上川総合振興局道北

江差町渡島総合振興局道南

釧路市釧路総合振興局道東

令和7年度エリア分科会代表振興局、代表市町村選出結果

災害廃棄物処理計画策定に係る課題及び対応策の例

8

対応策課題

人材育成として、エリア分科会やセミナーを通し、
実例等について情報提供する。
【エリア分科会、セミナー】

【処理対応】専門知識やノウハウが不足してお
り、発災時に対応できるか不安。

市町村連携や民間との協定、連携について情
報を提供する。
【連携強化WGでの取り組みを展開】

【連携】民間企業や団体との協定について、相
互の協議が必要。

仮置場候補地の選定に向け、候補地をリスト
アップ(できれば複数)し、各条件や優先順位を
整理しておく。
【仮置場WGでの取り組みを展開】

【仮置場】平地部の面積が限られている。仮置
場の選定においては、面積、搬入・搬出経路、
住宅地からの距離など確認が必要。

事例、北海道版ワークシート、簡易版の周知を
はかる。
【計画策定・改定WGでの取り組みを展開】

【計画策定】策定が進まない要因としては人手
不足が挙げられる。



２．エリア分科会

人材育成事業ワークショップに関するアンケート結果

Q3．話題提供等により、災害廃棄物処理について理解を深めることはできましたか。

【道央】 【道北】【道南】 【道東】

9

Q4．ワークショップの内容は、今後、災害廃棄物処理対策をする上で、役立つと考えますか。

1 0

できなかった

できた

1
【道央】 【道北】【道南】 【道東】

役立たない

役に立つ



３．WG等 [1]仮置場WG

災害廃棄物処理における仮置場の速やかな設置とその円滑な運営を図ることを目的とし
て、仮置場ＷＧを２回オンライン開催した。
WGでは、各参加自治体が想定する仮置場について基本情報を整理したうえで、仮置場の

選定に関する課題を抽出した。選定に係る課題として共通した内容を類型化し、解決の方策
について意見交換を行った。
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参加者主な内容日程回

16名話題提供、意見交換（仮置場候補地の選定状況）、課題抽出
令和6年
11月26日

第1回

14名
課題の共有、話題提供、意見交換（仮置場に関する課題解決の方策、仮
置場設置訓練について）

令和7年
1月23日

第2回

想定される課題及び解決策・対応例意見交換の様子（オンライン）



３．WG等 [2]連携強化WG

災害廃棄物処理に係る連携における課題を自治体、一部事務組合や広域連合、民間事業
者それぞれの立場から抽出し、解決策を検討し、道内外における今後の災害廃棄物処理に
おける連携強化を図ることを目的とし、連携強化WGを2回オンライン開催した。
WGでは、道内市町村が災害で被災した際に連携が必要な事項や、連携に当たっての課題

を抽出した。特に重要な事項として「平時に調整、確認する事項」をとりあげ、調整・確認を進
めるにあたって考えられる課題及び解決の方策について意見交換を行った。

11

参加者主な内容日程回

22名話題提供、意見交換（協定締結状況、連携事項と課題）
令和6年
11月12日

第1回

21名
話題提供、意見交換（平時に調整・確認する事項と課題、課題解決の方策
について）

令和7年
1月15日

第2回

平時の調整・確認に係る課題と解決の方策（抜粋）意見交換の様子（オンライン）



３．WG等 [3]計画策定・改定WG

災害廃棄物処理計画を今後策定したい7自治体、改定したい2自治体を対象として、計画策
定・改定を支援するためのWGを4回オンライン開催した。
WGにおける座学や演習に加え、質問への個別対応等を通して計画策定・改定を支援した。
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主な内容日程回

（１）災害廃棄物処理計画の重要性について
（２）本業務の概要及びスケジュールについて
（３）事前アンケートの結果について
（４）北海道版ワークシート（第3版）の紹介
（５）災害廃棄物処理計画に必要な内容の説明

【対象とする災害、職員への教育・訓練、組織体制・協力支
援体制】

（６）演習 災害廃棄物処理計画作成

令和6年
9月4日

第1回

（１）北海道版ワークシート（第3版）の補足説明
（２）災害廃棄物処理計画に必要な内容の説明

【住民への周知・広報、避難所ごみ（生活ごみ）、し尿・仮
設トイレ】

（３）演習 【避難所ごみ（生活ごみ）、し尿・仮設トイレ】

（４）演習 災害時の広報用チラシの作成

令和6年
10月2日

第2回

（１）補足説明
（２）災害廃棄物処理計画に必要な内容の説明

【災害廃棄物発生量・処理可能量の推計、処理フロー、収集
運搬体制】

（３）演習 【災害廃棄物発生量、処理可能量】

令和6年
11月12

日
第3回

（１）災害廃棄物処理計画に必要な内容の説明
【仮置場、処理困難物、環境対策・モニタリング、公費解
体】

（２）演習 【仮置場必要面積】

令和6年
12月18

日
第4回

当日資料（抜粋）

参加者事後アンケート結果
（今後の計画策定・改定予定）

4

6

0

3

①令和6年度中

②令和7年度中

③令和8年度以降

④未定

0 2 4 6 8



３．WG等 [4]仮置場設置訓練

災害時に自治体職員、関連団体職員等が迅速かつ的確な対応ができるように、机上ではな
く現場における実動訓練を2回（帯広市:41名参加、日高町:28名参加）実施した。
訓練に先立ちオンラインによる事前勉強会を開催した。訓練では、市町村廃棄物担当職員

等で協力し、仮置場の設置から廃棄物の受入シミュレーションを実施した。また、仮置場で必
要な資機材について確認した。訓練後にはうまくいった点、難しかった点を整理・発表した。
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事前勉強会資料（抜粋）

帯広

訓練のスケジュール 日高

訓練の様子

帯広

実施後アンケート
（理解度の変化）

9

7

5

5

1
3

4

13

5
訓練後

訓練前

理解度20％未満

理解度80％以上

日高

帯広



３．WG等 [5]災害廃棄物処理セミナーの開催

道内全市町村及び一部事務組合（広域連合を含む）、北海道本庁及び振興局の災害廃棄
物対策担当職員並びに災害時支援協定の対象となりうる民間事業者を対象とし、災害廃棄
物処理セミナーを開催した。
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当日資料（抜粋）

参加者事後アンケート結果
（災害廃棄物処理に係る事前準備の必要性に対する意識の変化）

参加者講演者演題
日程
会場

95名

応用地質株式会社

※エリア分科会後
の基礎講座と同
様の内容

講演１：
災害廃棄物処理
の基礎

令和7年
1月21日

かでる
2.7

（オン
ライン
併用）

国立環境研究所 資
源循環領域
災害環境マネジメ
ント戦略オフィス
客員研究員
松本 実 氏

講演２：
災害廃棄物処理
に係る事前準備
の必要性につい
て

安平町税務住民課
生活環境グループ
主幹
村山 竜太 氏

講演３：
平成30年北海道
胆振東部地震
令和６年能登半
島地震における
災害廃棄物対応
について

一般社団法人 北海
道環境保全協会
副会長
髙橋 穣二 氏

講演４：
災害廃棄物処理
における民間事
業者としての経
験と取組につい
て

必要性を大いに実感

必要性を実感

必要性を感じなかった

もともと必要性を実感していた

講演２

講演３

講演４

【事業者】【自治体】



４．検討事項等

令和２年度における協議会で策定された「５年後までのロードマップ」に基づき、必要な項
目について検討等を行った。検討結果は、大規模災害時廃棄物対策北海道ブロック協議会（
第19回）において報告した。

[1]ロードマップに基づく進捗状況、課題抽出及び課題解決の検討
「５年後までのロードマップ」に基づき、その進捗状況と課題の抽出及び課題解決の検討を行った。

[2]日本海溝地震と千島海溝地震に分けた災害廃棄物発生量の推計、処理能力との比較
検討
ブロック行動計画で対象とする海溝型地震である「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震」について、

日本海溝地震と千島海溝地震に分けて災害廃棄物発生量を推計し、全道、各エリア、振興局ごとの
処理能力と比較検討した。
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[3]産業廃棄物最終処分場の処理可能量の見直し検討
産業廃棄物最終処分場を対象に、令和5年度業務の処理可能量の推計値をもとに、各施設の残余

容量を考慮して分担率を減少させて計算しなおすこととして推計方法を検討した。



北海道内での連携が必要な振興局

４．検討事項等

令和5年度に改定された「大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動
計画（第2版）」について、日本海溝地震と千島海溝地震に分けて推計した災害廃棄物発
生量及び、仮置場必要面積、処理能力との比較結果を追記した。
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[4]大規模災害時における北海道ブロック災害廃棄物対策行動計画の修正等


